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日本海側で唯一、人口増加を続けてきた本県においても人口減少が現実のものとなるな

ど、少子化が進行しており、その進行に歯止めをかけることが喫緊の課題となっている。 

  こうした中、県では、昨年３月に制定されたいしかわ子ども総合条例に基づき、出生か

ら乳幼児、青少年、若者そして親に至るまで、子どもの育成に関する一貫した総合的な施

策を推進するとともに、いしかわエンゼルプラン２００５に盛り込まれた様々な具体的施

策を順次実施してきており、子ども施策に対する取組は評価できるものである。 

 今後も、子どもの元気な声がこだまし、活気あふれるふるさと石川の創造に向け、社会

情勢の変化や県民ニーズ等に柔軟に対応した施策を推進することが重要であることから、    

次の事項に重点を置いた取組を積極的に進めていくべきである。 

 この意見書が県の今後の少子化対策に反映され、更なる施策の推進につながることを期

待する。 

 

 

１ 社会全体による子育て支援の推進 

 

（１）子育ては第一義的には家庭の責任であるが、子育て家庭が育児に不安を持たず、安  

心と喜びを持って子育てをすることができるよう、県民、企業、地域、関係団体、行   

政など社会を構成する全ての者が、子育てに参加していくという主体的な意識を持っ  

て、それぞれの役割と責任を果たすことが重要である。 

                         

（２）子育てや子育て支援に当たっては、子どもが多様な人との関わりの中で自ら伸びて

いく力を持っているという考え方に立って、親支援中心の視点だけではなく、子ども

の育ちを支援する視点で子ども施策に取り組むことが重要である。 

   また、子どもは自らの意思をうまく伝えることが難しく、その声が必ずしも十分に

受け止められていないとの認識に立ち、親や地域の大人等は子どもの目線で、子ども

の声をしっかりと受け止める意識を持つことが大切である。 

                                    

（３）核家族化などに伴い、人間関係が希薄化し、家庭における育児の孤立化が進んで  

いることから、親同士の交流や仲間づくりを進めていくことも重要である。 

   また、親が子どもや家族への接し方、子育てや家庭における自らの役割を考えるこ 

とができる学びの場を提供し、親の意識を変えていくことは家族の絆を深めることに 

つながるものであり大切である。 

 

（４）地域における子育て支援については、身近な保育所が全ての子育て家庭を支援する

マイ保育園登録制度や、民間企業が多子世帯を支援するプレミアム・パスポ－ト事業

といった全国に先駆けた取組により、着実に進んできている。 

 

    ① 子どもは多様な関係の中で育つことが重要であり、在宅育児の割合が高い３歳未      
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満の子どもの育ちを支援する取組の充実が求められている。 

    マイ保育園登録制度はこうした要請に対応するものであり、子育て支援コーディ

ネーターの質の向上を図りつつ、事業の更なる充実を図るべきである。 

 

  ② プレミアム・パスポ－ト事業については、協賛店舗にとってよりメリットのある   

ものにすることや他県との連携を検討するなど、内容の充実とより一層の普及定着   

に努めるべきである。 

 また、県民は、子育て支援などに取り組む企業を積極的に評価する視点を持つこ

とがこうした取組を更に進める上で重要である。 

 

 

２ ワークライフバランスの推進           

 

少子化の流れを変えるためには、県民が希望する結婚や出産・子育ての実現が重要 

    であることから、家事や育児を行うことが制約される職場の働き方を見直し、安心し

て結婚、出産し、男女共に仕事も家庭も大事にしながら働き続けることができるよ

う、仕事と生活の調和（ワークライフバランス）が推進されている。 

ワークライフバランスを推進することは、企業で働く者にとって、家庭生活の充     

実や地域活動へ参加する時間が持て、地域社会の一員としての役割を果たすことにつ

ながるだけでなく、企業にとっても、優秀な人材の確保や仕事の効率性のアップにつ

ながる等のメリットがあるものと考えられる。 

こうしたことについて、企業が理解を深め、ワークライフバランスの実現に向け  

た積極的な取組やその内容の公表が進んでいくよう、更なる取組を進めるべきであ

る。 

 

 

３ 若者の自立支援  

 

 (１）若者が規範意識や道徳心を身に付け、他人を思いやる心を持ち、良好な人間関係を  

築くことができるようにするためには、家庭や地域の果たす役割が重要である。 

 

（２）また、今日、いわゆるパラサイトシングルやニート、ひきこもりなど学校卒業後も  

社会的自立が果たせない若者が増加し、社会問題化していることから、子どもから親 

  になるための中間段階である若者が社会的に自立できるよう支援することが重要であ  

る。 

 

（３）若者の自立を支援する取組としては、次代の親となる若者が、生命の大切さや子ど

もを生み育てることの意義、家庭の大切さなどについて理解を深めることが重要であ
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ることから、乳幼児との触れ合いや育児体験を行っており、こうした機会の一層の充

実に努めるべきである。 

 

（４）また、職場体験やインターンシップなどを通して、若者が早いうちから多くの仕事

や働く大人の姿や声に直に触れ、働くことについて考える機会を持つことも大切であ

る。 

   現在、中学生の職場体験事業（わく・ワーク体験事業）や高校生のインタ－ン     

シップ事業が実施され効果を上げており、引き続き事業を推進していくべきである。 

   ニ－トやフリ－タ－など、就労が困難な若者に対しては、ジョブカフェ石川やいし

かわ地域若者サポートステーションにおいて就労支援を行い、成果を上げてお  

り、今後も事業の充実を図る必要がある。 

   若者の働く意識をはぐくむ環境づくりをしていくため、引き続き、学校・保護者・

企業など関係者が連携を一層進めていくことが大切である。 

 

       

４ 社会的養護を必要とする子どもに対する支援 

 

（１）虐待防止や非行防止など、社会的養護を必要としている子どもを支援するため、児

童虐待の早期発見対応指針及び保護支援指針を速やかに作成し、これらの指針に基づ

き関係機関の連携強化を図りながら、きめ細かな取組を進めるべきである。 

 

（２）とりわけ、施設入所児童や里親委託児童など社会的養護の下にある子どもに対して

は、家庭的な生活を保障することや将来の自立や人生設計に向けた機会平等の視点を

持つことが大切である。また、施設や里親の下での生活の質の向上に向けた取組を進

めるべきである。      

 

５ 結婚支援  

                                  

結婚を希望している者は多いものの、相手に巡り会えないこと、結婚に対する  

価値観の変化や、昔のような地域における仲人活動も少なくなっていることとも相

まって、未婚化・晩婚化が進行し、少子化の要因の一つとなっている。 

県では、ボランティアで結婚相談や独身男女の出会いの場を世話する縁結びｉｓｔ  

の活動の推進により、結婚支援に成果を上げているが、他の自治体における取組も参

考にしながら今後もこうした取組を推進すべきである。 
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６ 関係部局・関係団体との連携の強化  

 

   少子化対策の推進に当たっては、福祉、保健、医療、教育、労働、警察等の様々な  

分野に関する施策に総合的に取り組むことが必要であることから、関係部局・関係団  

体との連携を一層強化し、更なる施策の推進に取り組むべきである。 

 

７ 施策の推進に当たっての留意点 

 

   現行のエンゼルプランでは、施策について実施箇所数等の具体的な数値目標が定め

られているが、今後の施策の推進や平成２２年度以降の次期エンゼルプランの策定に

向けた検討に当たっては、施策の実施箇所数等だけではなく、施策の対象者の視点に

立って施策が周知されているかどうか、希望した者が施策を利用できているかどうか

という観点も含めて、施策の進捗状況や効果を点検することが大切である。 
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